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所得税法 

2019年度より IFRS第 16号「リース」を適用する場合の法人税確定申告に関する規定 

2019年度より IFRS第 16号「リース」を適用している営利事業者の会計処理について、下

記の例外事項を除き、法人税確定申告を行う時は原則として税務上の処理は会計上の処理に

従い（税会一致）、関連原価・費用については申告調整が不要である旨、財政部が 5 月 22

日に解釈通達で説明しました。 

例外事項: 

1. 使用権資産の取得原価に解体、除去または原状回復の際に生じるコスト

の見積額を含めている場合、その減価償却費は損金算入を認めず、実際発

生時点で初めて損金となる。 

2. 使用権資産はその耐用年数にわたって減価償却を行うが、税務上の固定

資産の耐用年数表に定める年数を下回った場合の償却超過額は損金算入

できない。 

3. 会計上認識された資産の減損損失および評価損益のうち、未実現の部分

は申告調整で戻し入れなくてはならない。 

PwC台湾の見解： 

2019 年度より、以前からあるリース契約も新規に締結されたリース契約も、税会一致で処

理を行い、会計上認識した減価償却費および支払利息は、税務上も原則としてそのまま認め

られることとなりました。また、2019 年 1月 1 日より IFRS第 16 号を初度適用する際に

過年度未認識費用を前期繰越利益から直接控除している場合、税務上はまだ当該費用を損金

算入していないため、法人税監査準則第 111条に基づき、税務上 2019年度の営業外損失と

して損金算入し、税会不一致を一括調整できます(会社自身の契約分のみであり、被投資会社

の契約分は含まない)。 
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租税優遇措置 

「海外資金還流による産業投資に関する規定」における分母（資本金）の定義の改正 

経済部が「海外資金還流による産業投資に関する規定」における資本の定義について改正し、

既存の資本金を含まず、ベンチャー事業(私募ファンド)の新規資本(出資)金額に株式プレミ

アムを加算した金額のみで計算することになりました。 

改正のポイントは以下のとおりです。 

1. 「海外資金還流による産業投資に関する規定」によれば、ベンチャー事業(私募ファンド)

の台湾域内の重要政策に係る産業への投資比率は、第 3年度に 20%、第 4年度に 50%

に達していなければならず、その計算式は「台湾域内の重要政策に係る産業への投資金

額÷資本金」となっています。今回の改正では、「資本金」が「ベンチャー事業または私

募ファンドの新規資本(出資)金額」と定義されました。以下に例を挙げて説明します。 

ベンチャー事業の既存の資本金が 100、還流資金は 60 で全額を台湾域内の重要産業へ

投資するとした場合、改正前の規定で計算した投資比率は[60/(100+60)]=37.5%で

50%以下ですが、改正後は[60/60]=100%で 50%以上となります。 

2. ベンチャー事業(私募ファンド)の台湾域内産業への投資は、新たに発行される株式の取

得(出資)に限られ、また、被投資事業は不動産の購入、海外事業への再投資を行うことは

できません。 

PwC台湾の見解： 

1. 既存のベンチャー事業にとって、改正後は「新規の払込資本金に株式プレミアムを加算」

することとなり(ベンチャー事業の新設と同様)、分母が減少するため、改正前(全ての払

込資本金を分母とする)に比べ、上記の台湾域内の重要政策に係る産業への投資比率が達

成しやすくなり、既存のベンチャー事業の投資効果向上に有利となります。ただし、既

存の投資制限に留意することが必要であり、例えば、ベンチャー事業が「海外資金還流

特別法」を適用後は上場(店頭公開)株式は購入できず、海外の非上場(店頭公開)会社への

投資比率も 25%に制限されます。なお、ベンチャー事業の海外の非上場(店頭公開)会社

への投資比率は資本金(分母)の 25%までですが、資本金の分母の定義が変更されたため、

海外への投資限度額の計算も間接的に影響を受けることになります。 

2. 今回の改正は 2020 年 6 月 10 日より施行されました。なお、海外資金還流特別法の施

行 1 年目の優遇税率 8%の適用を受けるためには、遅くとも 2020 年 8月 14 日までに

国税局へ申請することが必要です。 
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営業税法 

営業人の電子雑誌の閲覧サービス提供の営業税免除に関する規定 

財政部が6月2日に「営業人の電子雑誌の閲覧サービス提供の営業税免除に関する規定」につ

いて説明しました。以下はその要点をまとめます。 

＜状況＞ 

① 営業人が合法に登記された雑誌社と契約を締結し、インターネットプラットフォームで

雑誌社が出版した電子雑誌の閲覧サービスを提供し料金を受け取る場合、あるいは  

② 合法に登記された雑誌社がインターネットを通じて前述のサービスを提供し料金を受け

取る場合(購読日2020年9月1日以後が対象) 

＜営業税の取り扱い＞ 

ダウンロードされる電子雑誌のデータファイルを、 

(1)購入者が永久的に保存できるものは営業税免除 

(2)購入者が再度ダウンロードし閲覧できないものは営業税課税 

なお、(2)は、購入者との契約の有効期間中に営業人が契約に基づき期限を過ぎた電子雑誌の

データファイルを削除する場合、または契約終了後、購入者が契約の有効期間中にダウンロ

ードした電子雑誌のデータファイルを営業人が削除する場合も含まれます。 

＜電子雑誌の定義＞ 

「電子雑誌」とは、電子形式(インターネットを含む)で発行され、一定の名称が付けられる

もので、なおかつ刊行期間が7日以上3ヶ月以下で定期的に出版される刊行物であり、また、

その刊行・掲載する表紙と内容が紙雑誌と同じであることが十分に識別でき、閲覧のみに提

供されるものを指します。 
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